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株 主 各 位 証券コード　7445
2019年11月６日

茨城県つくば市小野崎２６０－１

代表取締役社長 川﨑　純平
第40回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第40回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上
げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記
の株主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、
2019年11月27日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１ 日　　時 2019年11月28日（木曜日）午前10時
２ 場　　所 茨城県つくば市竹園２丁目20番３号

つくば国際会議場３階　中ホール300
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３ 目的事項 報告事項 １．第40期（2018年８月21日から2019年８月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２．第40期（2018年８月21日から2019年８月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項 第１号議案　取締役６名選任の件
第２号議案　取締役（社外取締役を除く）の報酬額設定の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のため、本招集

ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎当日代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名に委任することができます。この場合は、

議決権行使書用紙とともに、委任状等の代理権を証する書面を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、「連結株

主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」として表示すべき事項につきま
しては、法令及び定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://biz.right-
on.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知提供書面には記載しておりません。
したがいまして、本招集ご通知提供書面は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査し
た事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサ
イト（アドレス　https://biz.right-on.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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議決権行使等についてのご案内

株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日　　時 2019年11月28日 (木曜日)
午前10時

議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。
(下記の行使期限までに到着するようご返送ください。)

行使期限 2019年11月27日 (水曜日)
午後 6 時

1.　

2.　

株式会社ライトオン

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中株式会社ライトオン
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株議案

第１号

第２号

原案に対する賛否

但し　　　　　　　　を除く

賛 否

賛 否

議決権行使書のご記入方法

議案

第１号

第２号

原案に対する賛否

但し　　　　　　　　を除く

賛 否

賛 否

こちらに各議案の賛否を
ご記入ください。

第１号議案 第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印 ⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印 ⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

※議決権行使書はイメージです。

－ 2 －

議決権行使等についてのご案内
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　取締役６名選任の件

現在の取締役９名全員は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、経営機構改革を実施し、取締役会において戦略的かつ機動的に意思決定が

行えるよう３名減員し、社外取締役３名を含む、取締役６名の選任をお願いするものであり
ます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　　名 現在の当社における地位及び担当等

当事業年度
における

取締役会への
出席状況

（出席率）

1 ふじ
藤

 
　

わら
原

 
　

まさ
政

 
　

ひろ
博 再任 代表取締役会長 12回／12回

（100％）

2 かわ
川

 
　

さき
﨑

 
　

じゅん
純

 
　

ぺい
平 再任 代表取締役社長 12回／12回

（100％）

3 ふじ
藤

 
　

わら
原

 
　

ゆう
祐

 
　

すけ
介 再任 取締役営業本部長 12回／12回

（100％）

4 こ
小

 
　

はま
濵

 
　

ひろ
裕

 
　

まさ
正

再任
社外
独立

取締役 12回／12回
（100％）

5 た
多

 
　

だ
田

 
　

 
　

 
　

ひとし
斎

再任
社外
独立

取締役 12回／12回
（100％）

6 なか
中

 
　

ざわ
澤

 
　

 
　

 
　

あゆみ
歩

新任
社外
独立
女性

－ －

－ 3 －

取締役選任議案
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1 ふじ
藤

 
　

わら
原

 
　

まさ
政

 
　

ひろ
博 1946年11月14日生 再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1980年 4 月 当社設立

代表取締役社長
1991年 1 月 有限会社ライトオン興産（現有限会

社藤原興産）設立
2002年 2 月 当社営業本部長
2011年 8 月 当社代表取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由
藤原政博氏は、当社創業者であり、設立からの経営者としての豊富な経験と実績を活かして、経営全般に

対する監督を適切に行っております。持続的な企業価値の向上に向け、引き続き取締役候補者とすることが
適当であると判断し、取締役として選任をお願いするものであります。
所有する当社株式の数 取締役在任年数 取締役会出席回数

5,227,896株 39年 12回／12回

2 かわ
川

 
　

さき
﨑

 
　

じゅん
純

 
　

ぺい
平 1980年３月６日生 再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
2002年10月 当社入社
2011年 8 月 当社執行役員経営企画部長
2016年 3 月 当社執行役員業務改革室長
2017年 6 月 当社執行役員経営企画本部副本部長

兼業務改革室長
2017年 8 月 当社執行役員経営企画本部副本部長兼

業務改革室長兼Ｅコマース部長

2017年11月 当社取締役
2017年11月 当社経営推進本部長兼業務改革室長

兼Ｅコマース部長
2018年 4 月 当社代表取締役社長兼経営推進本部長
2018年 6 月 当社代表取締役社長兼管理本部長
2019年 4 月 当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
川﨑純平氏は、当社の経営企画部門での豊富な経験と実績を有しており、2018年４月より代表取締役社

長として当社を指揮しております。経営に関する幅広い知見を活かし、更なる企業価値の向上に向け、引き
続き取締役候補者とすることが適当であると判断し、取締役として選任をお願いするものであります。
所有する当社株式の数 取締役在任年数 取締役会出席回数

23,146株 ２年 12回/12回

－ 4 －

取締役選任議案
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3 ふじ
藤

 
　

わら
原

 
　

ゆう
祐

 
　

すけ
介 1977年２月23日生 再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1999年 4 月 東邦レーヨン株式会社（現帝人株式

会社）入社
2004年 6 月 当社入社
2005年 8 月 当社マーケティング部長
2005年11月 当社取締役（現任）
2007年 8 月 当社商品調達部長兼マーケティング

部長
2009年 8 月 当社営業本部長兼商品部長兼マーケ

ティング部長
2010年11月 当社営業本部長兼マーケティング部長
2011年 2 月 当社営業本部長

2013年 8 月 当社営業本部長兼フラッシュリポー
ト事業部長兼チャイム事業部長

2015年 2 月 当社エンタープライズ本部長兼業態
開発部長

2015年 8 月 当社エンタープライズ本部長兼店舗
開発部長

2016年 8 月 台灣萊特昂股份有限公司設立
董事長（現任）

2017年 6 月 当社経営企画本部長兼海外事業部長
2017年11月 当社店舗開発・海外事業本部長
2019年 6 月 当社営業本部長（現任）

取締役候補者とした理由
藤原祐介氏は、当社の営業部門での豊富な経験と実績を有しており、商品、販促、店舗開発、新規事業等

に関する幅広い知見を活かしていただくため、引き続き取締役候補者とすることが適当であると判断し、取
締役として選任をお願いするものであります。
所有する当社株式の数 取締役在任年数 取締役会出席回数

1,741,458株 14年 12回／12回

－ 5 －

取締役選任議案
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4 こ
小

 
　

はま
濵

 
　

ひろ
裕

 
　

まさ
正 1941年３月12日生 再任 社外 独立

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1965年 4 月 株式会社主婦の店ダイエー（現株式

会社ダイエー）入社
1987年 6 月 株式会社マルエツ代表取締役副社長
1997年 5 月 株式会社ダイエー専務取締役
2000年 9 月 株式会社カスミ入社
2002年 3 月 同社代表取締役社長
2010年 3 月 同社代表取締役会長
2015年 3 月 ユナイテッド・スーパーマーケット・

ホールディングス株式会社代表取締
役会長

2015年11月 当社社外取締役（現任）
2017年 3 月 株式会社カスミ取締役会長（現任）
2017年 3 月 ユナイテッド・スーパーマーケット・

ホールディングス株式会社相談役
（現任）

2018年 5 月 日本チェーンストア協会会長（現任）

社外取締役候補者とした理由
小濵裕正氏は、小売業界において、経営者としての豊富な経験を有しており、社外取締役として、業務執

行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、経営の監督とチェック機能を果たしていただくことで、当
社のコーポレート・ガバナンスの一層の強化、企業価値や経営の透明性をさらに向上させられるものと判断
し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
所有する当社株式の数 社外取締役在任年数 取締役会出席回数

－株 ４年 12回／12回

－ 6 －

取締役選任議案
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5 た
多

 
　

だ
田

 
　

 
　

 
　

ひとし
斎 1955年３月29日生 再任 社外 独立

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1978年 4 月 野村證券株式会社入社
1999年 6 月 同社取締役
2003年 4 月 同社常務取締役
2003年 6 月 同社常務執行役
2006年 4 月 同社専務執行役
2008年10月 同社執行役兼専務（執行役員）
2009年 4 月 同社執行役副社長
2010年 6 月 同社執行役副社長兼営業部門ＣＥＯ
2011年 4 月 同社Ｃｏ－ＣＯＯ兼執行役副社長
2012年 4 月 同社取締役兼執行役会長
2012年 8 月 同社常任顧問
2013年 4 月 株式会社野村総合研究所顧問
2013年 6 月 株式会社だいこう証券ビジネス代表

取締役社長
2013年12月 株式会社ジャパン・ビジネス・サー

ビス代表取締役社長

2015年 4 月 株式会社ＤＳＢ情報システム代表取
締役会長

2015年12月 株式会社ＤＳＢソーシング代表取締
役会長

2016年 2 月 株式会社だいこう証券ビジネス指名
報酬諮問委員会委員

2016年 4 月 株式会社ジャパン・ビジネス・サー
ビス代表取締役会長

2017年 4 月 株式会社セレス社外取締役（現任）
株式会社だいこう証券ビジネス取締
役相談役

2017年 6 月 同社相談役
2017年11月 当社社外取締役（現任）
2018年12月 株式会社ツナグ・ソリューションズ

社外取締役
2019年 4 月 株式会社ツナググループ・ホールデ

ィングス社外取締役（現任）
社外取締役候補者とした理由
多田　斎氏は、野村證券株式会社及びその関連会社において、要職を歴任し、様々な業種の数多くの経営

者とかかわりながら経済の振興、活性化に力を尽くされてきました。幅広い見識と経験を有しており、社外
取締役として、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、経営の監督とチェック機能を果たし
ていただくことで、当社のコーポレート・ガバナンスの一層の強化、企業価値や経営の透明性をさらに向上
させられるものと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
所有する当社株式の数 社外取締役在任年数 取締役会出席回数

－株 ２年 12回／12回

－ 7 －

取締役選任議案
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6 なか
中

 
　

ざわ
澤

 
　

 
　

 
　

あゆみ
歩 1979年３月31日生 新任 社外 独立 女性

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
2005年10月 司法修習修了、東京弁護士会登録
2013年 2 月 中澤法律事務所設立

パートナー（現任）
社外取締役候補者とした理由
中澤　歩氏は、弁護士としての豊富な知識、経験を有しており、社外取締役として、業務執行を行う経営

陣から独立した客観的な視点から、経営の監督とチェックを果たしていただくことで、当社のコーポレート・
ガバナンスの一層の強化、企業価値や経営の透明性をさらに向上させられるものと判断し、社外取締役とし
て選任をお願いするものであります。
所有する当社株式の数 社外取締役在任年数 取締役会出席回数

－株 － －

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．小濵裕正氏及び多田　斎氏は、社外取締役候補者であり、当社は、両氏を株式会社東京証券取引

所の定めに基づく独立役員と指定し、同取引所に届け出ております。両氏の再任が承認された場
合は、引き続き両氏を独立役員に指定する予定であります。

３．中澤　歩氏は、社外取締役候補者であり、当社は株式会社証券取引所に対して、同氏が社外取締
役に選任された場合には、同氏を独立役員として届け出る予定であります。

４．当社は、小濵裕正氏、多田　斎氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条
第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。両氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定であり
ます。また中澤　歩氏が選任された場合、同氏との間で上記と同じ損害賠償責任を限定する契約
を締結する予定であります。

－ 8 －

取締役選任議案
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第２号議案　取締役（社外取締役を除く）の報酬額設定の件
本議案は、取締役の業績向上に対するインセンティブを高めるとともに、持続的な企業価

値の向上を動機づける報酬体系とするため、取締役の報酬額の構成を基本報酬（固定報酬）
のみであったものから、基本報酬（固定報酬）と賞与（変動報酬）との構成に変更するもの
であります。

なお、取締役の報酬額の上限は、2005年11月18日開催の当社第26回定時株主総会にお
いて承認された、年額300百万円（但し、使用人部分は含まない。）以内といたしたく存じ
ます。

また、現在の取締役は９名（うち社外取締役３名）でありますが、第１号議案が原案どお
り承認可決されますと取締役は６名（うち社外取締役３名）となります。

取締役（社外取締役を除く）の報酬額設定の背景
当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬額は、従来、定額である基本報酬（固定報酬）

のみで構成されており、その額は事業年度ごとに前事業年度の業績を反映した額とし、支給
してまいりました。

しかしながら、経営環境の変化に伴う経過課題の高度化・複雑化、コーポレート・ガバナ
ンスの強化要請といった外的環境の変化や業績不振といった内的な課題に対応していくため
に、より高度な人材の確保と、「透明性」「公正性」「合理性」の高い報酬制度の設計が必
要と考え、今般報酬制度を改定することといたしました。

報酬制度の設計においては、以下に掲げる「報酬方針」を基本としており、短期のみなら
ず持続的に企業価値の向上を動機づけるものとする所存ですが、まずは「赤字からの脱却」
「収益性の確保」を最重要命題と位置付け、その命題を達成するインセンティブとするため、
取締役（社外取締役を除く）の報酬額を、定額である基本報酬（固定報酬）と賞与（変動報
酬）とからなるように変更することとし、中長期インセンティブ報酬の導入については、今
後継続的に検討してまいります。

取締役（社外取締役を除く）の報酬等の決定に関する方針と手続き

報酬の決定に関する方針
当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、以下の考え方に基づき決定します。

・企業理念を実践する優秀な人材を取締役として確保できる報酬体系とする。
・持続的な企業価値の向上を動機づける報酬体系とする。
・株主をはじめとするステークホルダーに対して説明責任を果たせる「透明性」「公正性」

「合理性」の高い報酬体系とする。

－ 9 －
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報酬体系
当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬体系は、「基本報酬（固定報酬）」及び「賞与

（変動報酬）」で構成する。なお、上記方針に基づき、将来的には中長期インセンティブ報
酬の導入も検討する。

報酬の種類 目的・概要
固定 基本報酬 役位に応じた堅実な職務遂行を促すための固定報酬

変動 賞与

事業年度毎の経常利益額実績に応じて、「賞与」として支給する業績
連動報酬
・「基準額」は、設定額として定めた経常利益額を達成した場合（評

価係数100％）の賞与額とする。
・設定額は固定額とする。
・「基準額」は、役位に応じて報酬総額に対する割合で設定する
・具体的な支給額は、経常利益額に応じて「基準額」の０％～250％

の範囲内で決定することとし、経常利益額がマイナスとなる場合は
０％とする。

・各事業年度終了後に一括して支給する。

報酬の水準
当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬の水準は、以下のものを参考にして決定する。
・ベンチマークとして、同業他社の報酬水準を参考とする。
・当社従業員の給与水準とのバランスを考慮する。

報酬の構成割合
当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬の構成割合は、ベンチマークとして広く一般の

動向を参考とし、役位に応じて決定する。
役位 報酬額 基本報酬 賞与基準額

代表取締役 100％ 60％ 40％
取締役 100％ 65％ 35％

－ 10 －
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賞与（変動報酬）支給額の算定式
取締役（社外取締役を除く）の賞与支給額
＝役位別賞与基準額（ａ）×評価係数（ｂ）

評価係数（b）

経常利益額（億円）

250%

0%

n-4a 以下 n+4a 以上n+3an+2an+an（設定額）n-an-2an-3a

50%

100%

150%

200%

評
価
係
数
（b）

取締役の報酬の上限額
基本報酬（固定報酬）及び取締役（社外取締役を除く）の賞与（変動報酬）で構成される

取締役の報酬の上限額は、2005年11月18日開催の当社第26回定時株主総会において承認
された年額300百万円以内（但し、使用人部分は含まない。）とする。

以　上

－ 11 －
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（提供書面）

事　 業　 報　 告
( 2018年８月21日から

2019年８月31日まで )
１．企業集団の現況に関する事項

⑴　当連結会計年度の事業の状況
①事業の経過及び成果

当連結会計年度は、決算期の変更に伴い、2018年８月21日から2019年８月31日まで
の12カ月11日の変則決算となっております。

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の
効果もあって、緩やかな回復傾向にありました。先行きに関しましては、通商問題の動向
が世界経済に与える影響や、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動による影響等が懸
念される状況にあります。

このような状況の中、当社グループ（当社及び連結子会社）は、売上の伸長、収益性の
改善を図るために商品力・売場提案力の向上による値引きに頼らない販売に努めると同時
に、ＥＣ事業の強化、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）の推進や在庫適正化への
取り組みを進め、お客様に選ばれるジーンズセレクトショップとしての企業価値向上に努
めてまいりました。

商品面、販売促進面におきましては、ナショナルブランドとのパートナーシップ強化の
もと、シーズン商品においても創業40周年記念モデルを多数展開するなど、魅力ある商品
の品揃えに努めてまいりました。また、「イメージ戦略の強化」として、有名な俳優・モ
デルを起用し、ＳＮＳ・デジタルメディア等を通じて、主力の打ち出し商品の価値・魅力
を積極的に情報発信いたしました。また異業種他社とのコラボレーションによる販売促進
も引き続き実施し、来店客数の向上に努めてまいりました。

国内店舗展開におきましては、ららぽーと名古屋みなとアクルス店（愛知県名古屋市港
区）をはじめ、８店舗を出店、32店舗を閉鎖し、当事業年度末店舗数は471店舗となりま
した。既存店舗におきましては、お客様にとってより選びやすい売場を実現するための改
装、陳列什器の入れ替え、商品１つひとつの特長を訴求・演出する売場への変革を行って
まいりました。

連結子会社の台灣萊特昂股份有限公司は、１店舗を閉鎖し、当連結会計年度末店舗数は
２店舗となり、グループ全体での新規出店は８店舗、退店数は33店舗、当連結会計年度末
の店舗数は473店舗となりました。

－ 12 －
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売上概況といたしましては、９月のシーズンの立ち上がりにおいては秋物商品が堅調に
推移しましたが、10月以降は例年に比べ気温の高い日が多く、打ち出しを強化した冬素材
ボトムスやアウターなどの防寒商品の動向が鈍く、年末年始商戦においても客数が伸び悩
み、販売は苦戦しました。上半期の業績不振を踏まえ、確固たる収益力を構築すべく、ビ
ジネスモデルの抜本的な見直しを進めてまいりましたが、最大の商戦であるゴールデンウ
ィークでの販売は苦戦し、売上高は73,960百万円となりました。

部門別では、ボトムス部門の売上高は25,613百万円、カットソー・ニット部門の売上
高は23,078百万円、シャツ・アウター部門の売上高は12,146百万円となりました。

売上が不振だったことに加え、他社と同質化した商品群や前年からの持ち越し商品群な
ど販売が不振な商品について、夏のバーゲンで消化促進に努めたことで、当連結会計年度
末の在庫は前年に比べ削減を図ることができましたが、販売が不振な商品に対する値下げ
の実施により売上総利益率が悪化し、販売管理費の削減に努めたものの、利益面につきま
しては、営業損失は2,175百万円、経常損失は2,196百万円となりました。

最終損益は、店舗改装に伴う固定資産除却損に加え、退店店舗及び収益性の厳しい店舗
について減損損失を計上するなど特別損失を3,619百万円計上したことにより、親会社株
主に帰属する当期純損失は6,144百万円となりました。

今後の見通しにつきましては、引き続き緩やかな景気回復が続くと期待されるものの、
通商問題の動向が世界経済に与える影響に一層注意するとともに、中国経済の先行き、海
外経済の動向と政策に関する不確実性、金融資本市場の変動の影響等のリスクや消費税の
増税の影響など、不透明な状況となっております。

このような状況の中、当社グループは、ジーンズをコアアイテムとしたアメリカンカジ
ュアルファッションのセレクトショップとしてストアコンセプトを確立し、商品の完成度
向上に努め、収益性の改善を図るために商品力・売場提案力の向上による値引きに頼らな
い販売やＥＣ事業の強化、ＳＣＭの推進や在庫適正化への取り組みを進めてまいります。

これらの施策によって、幅広いお客様にご満足いただける品揃え、見やすく選びやすい
魅力的な売場を実現し、また接客サービスの充実に努めることで選ばれ続ける「地域Ｎo．
１店舗」を目指してまいります。

次期の業績見通しにつきましては、売上高66,000百万円、営業利益600百万円、経常
利益600百万円を見込んでおります。

－ 13 －

当事業年度の事業の状況
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②設備投資等の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は、新規出店及び既存店の改装等を行ったこと
により、出店時の敷金及び保証金を含め1,431百万円となりました。新規出店は、国内店
舗では、浦添パルコシティ店（沖縄県浦添市）を含め８店舗となりました。
　当連結会計年度における設備投資の主要なものは以下のとおりであります。

ａ）当連結会計年度中に完成した主要設備　　　　　　　　（連結貸借対照表計上額）
浦添パルコシティ店他
　店舗設備一式

1,065百万円

浦添パルコシティ店他
　差入保証金

287百万円

システムの構築 77百万円
ｂ）当連結会計年度継続中の主要設備の新設、拡充　　　　（連結貸借対照表計上額）

店舗の新設他
ソフトウェア一式

84百万円
116百万円

ｃ）重要な固定資産の売却、撤去、滅失
改装店舗及び閉店店舗　店舗設備一式他 1,310百万円
土地（つくば市） 333百万円

③資金調達の状況
当連結会計年度の所要資金につきましては、借入金及び自己資金により賄っております。

④事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
特記すべき事項はありません。

⑦吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

－ 14 －
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
当連結会計年度及び当事業年度は、決算日の変更に伴い、2018年８月21日から2019

年８月31日までの12カ月11日の変則決算となっております。
①企業集団の財産及び損益の状況

区分
第　37　期

2016年８月期
第　38　期

2017年８月期
第　39　期

2018年８月期
第　40　期

2019年８月期
（当連結会計年度）

売 上 高 (百万円) － － 76,798 73,960
経常利益又は　　　
経 常 損 失 ( △ ) (百万円) － － 1,036 △2,196
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純利益又は
親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

(百万円) － － 457 △6,144

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) (円) － － 16.63 △222.84

総 資 産 (百万円) － － 57,783 46,606

純 資 産 (百万円) － － 29,360 22,640

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) － － 1,063.22 817.53
　（注）第39期より連結計算書類を作成しているため、第38期以前の各数値については記載しておりません。

②当社の財産及び損益の状況

区分
第　37　期

2016年８月期
第　38　期

2017年８月期
第　39　期

2018年８月期
第　40　期

2019年８月期
（当事業年度）

売 上 高 (百万円) 86,462 80,028 76,623 73,798
経常利益又は　　　
経 常 損 失 ( △ ) (百万円) 3,677 △2,888 968 △2,314
当期純利益又は　　
当 期 純 損 失 ( △ ) (百万円) 1,754 △4,421 298 △6,110
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) (円) 64.35 △161.40 10.85 △221.63

総 資 産 (百万円) 64,202 59,908 57,728 46,609

純 資 産 (百万円) 34,535 29,532 29,355 22,667

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,260.09 1,074.23 1,063.03 818.54
　（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式数に基づき、１株当

たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき算出しております。

－ 15 －
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

台灣萊特昂股份有限公司 29百万台湾ドル 100％ 衣料品及び雑貨の販売

－ 16 －
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⑷　対処すべき課題
当社グループは、中期的には収益性の改善が第一の課題と捉え、以下に掲げるテーマの

実現を中期的な経営目標といたします。
・「ジーンズセレクトショップへビジネスモデルの転換を図る」

「アメカジの世界観」「ジーンズを中心に厳選されたラインナップ」「高品質・高コ
ストパフォーマンスの商品」という形でジーンズセレクトショップとしてのストアコン
セプトを明確にし、また時代に合わせて変化・進化を遂げることで、ライトオンのファ
ンを開拓・拡大し、収益性の改善・向上に努めてまいります。

・「ＢＡＣＫ ＮＵＭＢＥＲをグローバルブランドにする」
プライベートブランドについては「ＢＡＣＫ ＮＵＭＢＥＲ」を主力ブランドとし、

高品質な商品の開発を行ってまいります。アメカジを根幹に据えた明確なブランドコ
ンセプトと品質管理の徹底により、ブランドイメージの向上・浸透を目指してまいりま
す。強いナショナルブランドに加えて、強いプライベートブランドを確立することで、
競合他社との差別化を図ってまいります。

・「ＥＣを成長戦略の中核としていく」
当社とお客様の接点のデジタル化が急速に進む中、ジーンズセレクトショップとして

商品へのこだわり、着こなし提案を行っていく上で、ＥＣを自社メディアとして最大限
に活用してまいります。また、自社ＥＣと連動し、デジタルメディア（ＬＩＮＥ、メー
ルマガジン、アプリ等）やＳＮＳを活用することで、ファンの開拓・拡大を図ってまい
ります。

上記のテーマを推進する過程で、既存の業務をすべて見直し、方針、手法、組織体
制、情報システム、コストを徹底的に再構築してまいります。これによってムリ・ムダ
を省き、効率的かつ収益力ある企業へ変革してまいります。

目標とする経営指標
在庫回転率：「在庫回転率3.6回転以上」
　　　　　　品番数・在庫を削減し、見やすく、常に新鮮な売場へ

経常利益率：「経常利益率６％以上」
　　　　　　価格訴求型から価値訴求型へ、ＳＣＭ推進による売上総利益率の向上

－ 17 －

対処すべき課題
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⑸　主要な事業内容（2019年８月31日現在）
当社グループは、当社及び連結子会社（台灣萊特昂股份有限公司）１社で構成され、ジ

ーンズを中核アイテムとしたカジュアルウェア及び雑貨の販売を主たる業務としておりま
す。

当社は、ショッピングセンター型を主としたジーンズカジュアルの専門店であり、当事
業年度末店舗数は471店舗となっております。

連結子会社（台灣萊特昂股份有限公司）は、台湾における衣料品及び雑貨の販売を主た
る業務として2016年８月に設立し、当連結会計年度末店舗数は２店舗となっております。

－ 18 －

主要な事業内容
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⑹　主要な事業所及び店舗（2019年８月31日現在）
　①当社

本社 茨城県つくば市小野崎260－１（2019年５月31日移転）
本部 東京都渋谷区神宮前六丁目27番８号
店舗

地区 都道府県名 店舗数 地区 都道府県名 店舗数
北海道 北海道 21

近畿

三重県 8

東北

青森県 5 滋賀県 10
岩手県 3 京都府 9
宮城県 5 大阪府 22
秋田県 2 兵庫県 22
山形県 3 奈良県 6
福島県 7 和歌山県 5

関東

茨城県 15

中国

鳥取県 2
栃木県 11 島根県 3
群馬県 7 岡山県 6
埼玉県 24 広島県 13
千葉県 32 山口県 6
東京都 31

四国

徳島県 3
神奈川県 23 香川県 7

中部

新潟県 6 愛媛県 7
富山県 2 高知県 2
石川県 5

九州

福岡県 26
福井県 2 佐賀県 3
山梨県 4 長崎県 4
長野県 9 熊本県 5
岐阜県 12 大分県 6
静岡県 12 宮崎県 4
愛知県 38 鹿児島県 4

沖縄 沖縄県 9
合計 471

　②子会社
　　台灣萊特昂股份有限公司

本社 台北市中正區忠孝東路二段88號
店舗 新北市　1、桃園市　1

－ 19 －

主要な事業所及び店舗
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⑺　使用人の状況（2019年８月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

区分 使用人数 前連結会計年度末比
増減 平均年齢 平均勤続年数

男性 606名 18名減 33.9歳 10年11ヶ月

女性 434名 48名増 30.0歳 ７年10ヶ月

合計又は平均 1,040名 30名増 32.2歳 ９年７ヶ月
　（注）１．上記使用人には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

２．契約社員の期末人数は337名、パートタイマー及びアルバイトの期中平均雇用人数（１日８時間
換算）は2,218名であります。

②当社の使用人の状況
区分 使用人数 前事業年度末比

増減 平均年齢 平均勤続年数

男性 600名 21名減 34.0歳 11年１ヶ月

女性 419名 49名増 30.2歳 ８年１ヶ月

合計又は平均 1,019名 28名増 32.4歳 ９年10ヶ月
　（注）１．上記使用人には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

２．契約社員の期末人数は337名、パートタイマー及びアルバイトの期中平均雇用人数（１日８時間
換算）は2,206名であります。

⑻　主要な借入先及び借入額（2019年８月31日現在）
借入先 借入額

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 4,370百万円

株式会社常陽銀行 1,400

株式会社みずほ銀行 1,160

株式会社千葉銀行 1,160

株式会社三井住友銀行 350

三井住友信託銀行株式会社 80

日本生命保険相互会社 110

－ 20 －

使用人の状況、主要な借入先及び借入額
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⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社グループは、当連結会計年度の業績不振を理由として、当社が複数の金融機関と締

結しているシンジケートローン契約等に規定する財務制限条項のうち、『各年度決算期の
末日における当社の貸借対照表において、純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算
期の末日または契約で基準と定める決算期の末日における当社の単体の貸借対照表におけ
る純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持すること。』『各本・中
間決算期の末日における当社の単体の損益計算書上において、２半期（各本・中間決算期
毎に１半期として計算する。）連続して経常損失を計上しないこと。』に抵触しましたが、
関係金融機関から期限の利益喪失に関わる条項を適用しないことについて合意を得ており
ます。

今後も当該財務制限条項に抵触し、関係金融機関から当該債務の一括返済を求められた
場合には当社グループの財政状態に影響を与える可能性がありますが、手許資金を十分確
保しており、当面の資金状況は安定的に推移する見通しです。

－ 21 －

その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．株式に関する事項（2019年８月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 60,000,000株

⑵　発行済株式の総数 29,631,500株
（自己株式　2,051,246株を含む）

⑶　株主数 49,373名

⑷　単元株式数 100株

⑸　大株主（上位10名）
株主名 所有株式数 持株比率

藤原政博 5,227千株 18.95％

有限会社藤原興産 4,873 17.66

藤原祐介 1,741 6.31

藤原英子 674 2.44

日本生命保険相互会社 635 2.30

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 627 2.27

株式会社常陽銀行 528 1.91

藤原亮誠 462 1.67

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 448 1.62

ライトオン従業員持株会 333 1.20
（注）１．当社は、自己株式を2,051,246株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 22 －

株式に関する事項
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３．新株予約権等に関する事項
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新

株予約権の状況
2017年11月17日開催の第38回定時株主総会決議による新株予約権

・新株予約権の数 270個
（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 27,000株
・新株予約権の払込金額 無償
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 920円
・新株予約権を行使することができる期間

2020年11月25日から2027年11月16日まで
・新株予約権の行使の条件

①対象者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の子会社もしくは関連会
社の取締役、会計参与、執行役、監査役又は社員であることを要する。

②新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分は認められないものと
する。

③対象者の相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。
④その他の権利行使に関する条件については、対象者との間で締結する新株予約権

割当契約に定めるものとする。
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 270個 普通株式 27,000株 ２名

－ 23 －

新株予約権等の状況
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2018年11月16日開催の第39回定時株主総会決議による新株予約権
・新株予約権の数 400個

（新株予約権１個につき100株）
・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 40,000株
・新株予約権の払込金額 無償
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 927円
・新株予約権を行使することができる期間

2021年11月23日から2028年11月15日まで

・新株予約権の行使の条件
①対象者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の子会社もしくは関連会

社の取締役、会計参与、執行役、監査役又は社員であることを要する。
②新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分は認められないものと

する。
③対象者の相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。
④その他の権利行使に関する条件については、対象者との間で締結する新株予約権

割当契約に定めるものとする。
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 400個 普通株式 40,000株 ２名

－ 24 －

新株予約権等の状況
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⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
2018年11月16日開催の第39回定時株主総会決議による新株予約権

・新株予約権の数 580個
（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式 58,000株
・新株予約権の払込金額 無償
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 927円
・新株予約権を行使することができる期間

2021年11月23日から2028年11月15日まで
・新株予約権の行使の条件

①対象者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の子会社もしくは関連会
社の取締役、会計参与、執行役、監査役又は社員であることを要する。

②新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定その他一切の処分は認められないものと
する。

③対象者の相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。
④その他の権利行使に関する条件については、対象者との間で締結する新株予約権

割当契約に定めるものとする。
・当社使用人への交付状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 交付者数

当社使用人 580個 普通株式 58,000株 17名

⑶　その他の新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 25 －

新株予約権等の状況
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（2019年８月31日現在）
会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 藤原政博
取締役副会長 横内達治
代表取締役社長 川﨑純平
取締役 藤原祐介 営業本部長

台灣萊特昂股份有限公司董事長
取締役 石田淳一 店舗統括部長
取締役 和泉　崇 商品本部長
取締役 小濵裕正 株式会社カスミ取締役会長

日本チェーンストア協会会長
取締役 増山　弘 株木建設株式会社取締役常務執行役員
取締役 多田　斎 株式会社セレス社外取締役

株式会社ツナググループ・ホールディングス社外取締役
常勤監査役 大友博雄
常勤監査役 三浦憲之
監査役 永井俊博 公認会計士
監査役 平出晋一 弁護士

　（注）１．取締役　小濵裕正氏、増山　弘氏、多田　斎氏は、社外取締役であります。なお、当社は、取締
役　小濵裕正氏、多田　斎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出ております。

２．監査役　永井俊博氏、平出晋一氏は、社外監査役であります。なお、当社は、監査役　永井俊博
氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役　永井俊博氏は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。

４．当事業年度中における取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動は次のとおりであります。
氏名 変更後 変更前 異動年月日

和泉　崇 取締役商品本部長
取締役商品本部長
兼　メンズ商品部長
兼　キッズ商品部長
兼　ノーティードッグ商品部長

2019年２月26日

川﨑純平 代表取締役社長 代表取締役社長
兼　管理本部長 2019年４月21日

藤原祐介 取締役営業本部長 取締役店舗開発・海外事業本部長 2019年６月１日

石田淳一 取締役店舗統括部長 取締役店舗運営本部長 2019年６月１日

－ 26 －

会社役員の状況
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⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
当事業年度に係る報酬等の総額

区分 支給人員 報酬等の額
取締役 ９名 88百万円
（うち社外取締役） (３名) (22百万円)
監査役 ４名 37百万円
（うち社外監査役） (２名) (16百万円)
合計 13名 125百万円
（うち社外役員） (５名) (38百万円)

　（注）１．株主総会決議による取締役の報酬限度額は、年額300百万円以内(但し、使用人部分は含まない｡)
であります。

　　　　　　（2005年11月18日　第26回定時株主総会決議）
２．株主総会決議による監査役の報酬限度額は、年額40百万円以内であります。

　　　　　　（2002年11月18日　第23回定時株主総会決議）

－ 27 －

会社役員の状況
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⑶　社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

重要な兼職の状況 当社との関係

取締役 小濵裕正 株式会社カスミ取締役会長
日本チェーンストア協会会長 特別の関係はありません。

取締役 増山　弘 株木建設株式会社取締役常務執行役員 特別の関係はありません。

取締役 多田　斎
株式会社セレス社外取締役
株式会社ツナググループ・ホールディング
ス社外取締役

特別の関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況
出席状況及び発言状況

取締役 小濵裕正

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、主に長年にわたる企
業経営の豊富な経験と実績を活かし、経営から独立した客観的・中立的な立
場から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っ
ております。

取締役 増山　弘

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、主に金融・経済に関
する専門的見地を活かし、経営から独立した客観的・中立的な立場から、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。

取締役 多田　斎

当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、主に金融・経済に関
する専門的見地を活かし、経営から独立した客観的・中立的な立場から、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。

監査役 永井俊博
当事業年度開催の取締役会12回のうち12回及び監査役会13回のうち13

回に出席し、主に公認会計士としての専門的見地を活かし、かつ公正中立的
な立場から適宜発言を行っております。

監査役 平出晋一
当事業年度開催の取締役会12回のうち12回及び監査役会13回のうち13

回に出席し、主に弁護士としての専門的見地を活かし、かつ公正中立的な立
場から適宜発言を行っております。

③責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、各社外取締役
及び各社外監査役との間で責任限定契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役又は社外監査役が、その職
務を行うにつき善意で重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低
責任限度額としております。

－ 28 －

会社役員の状況
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 49百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 49百万円

　（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、会計監査人の解任後最初に招集される株主総会におきま
して、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑷　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

６．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、安定的な配当を継続しつつ、今後の事業展開の原資となる内部留保の充実に努

めていくことを利益配分の基本方針であります。
この基本方針に則り、当事業年度の配当につきましては、１株当たり10円（中間配当10

円、期末配当０円）といたしました。

－ 29 －

会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年８月31日現在）

（単位：百万円）
資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額
流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品

未収入金

その他

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

土地

その他

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

敷金及び保証金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

29,167

13,542

1,611

12,069

1,238

704

17,439

6,127

4,372

475

1,278

569

441

127

10,742

175

279

9,777

405

119

△15

流動負債 15,885
支払手形及び買掛金 3,075
電子記録債務 6,069
１年内返済予定の長期借入金 3,290
未払金 1,054
未払法人税等 221
賞与引当金 494
ポイント引当金 141
資産除去債務 11
その他 1,526

固定負債 8,081
長期借入金 5,340
資産除去債務 2,555
その他 186

負債合計 23,966
純資産の部

株主資本 22,558
資本金 6,195
資本剰余金 6,376
利益剰余金 12,611
自己株式 △2,625

その他の包括利益累計額 △10
その他有価証券評価差額金 △21
繰延ヘッジ損益 △1
為替換算調整勘定 37
退職給付に係る調整累計額 △25

新株予約権 92
純資産合計 22,640

資産合計 46,606 負債及び純資産合計 46,606

－ 30 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書
( 2018年８月21日から

2019年８月31日まで )
（単位：百万円）

科目 金額
売上高 73,960
売上原価 38,524

売上総利益 35,436
販売費及び一般管理費 37,611

営業損失 2,175
営業外収益

受取家賃 37
受取手数料 104
その他 38 181

営業外費用
支払利息 59
賃貸費用 35
為替差損 34
控除対象外消費税等 22
その他 50 203

経常損失 2,196
特別利益

新株予約権戻入益 5
投資有価証券売却益 7 12

特別損失
固定資産売却損 17
固定資産除却損 138
店舗閉鎖損失 71
減損損失 3,332
災害による損失 46
その他 13 3,619

税金等調整前当期純損失 5,803
法人税、住民税及び事業税 225
法人税等調整額 114 340

当期純損失 6,144
親会社株主に帰属する当期純損失 6,144

－ 31 －

連結損益計算書
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貸　借　対　照　表
（2019年８月31日現在）

（単位：百万円）
資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額
流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品

未収入金

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

土地

その他

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資有価証券

前払年金費用

敷金及び保証金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

29,145

13,385

1,605

11,976

1,256

1,428

△505

17,463

6,127

4,372

475

1,278

569

441

127

10,766

175

315

9,774

396

119

△15

流動負債 15,872
支払手形及び買掛金 3,074
電子記録債務 6,069
１年内返済予定の長期借入金 3,290
未払金 1,043
未払法人税等 221
賞与引当金 494
ポイント引当金 141
資産除去債務 11
その他 1,524

固定負債 8,069
長期借入金 5,340
資産除去債務 2,545
その他 183

負債合計 23,941
純資産の部

株主資本 22,598
資本金 6,195
資本剰余金 6,376

資本準備金 1,481
その他資本剰余金 4,894

利益剰余金 12,651
利益準備金 78
その他利益剰余金 12,573

別途積立金 4,000
繰越利益剰余金 8,573

自己株式 △2,625
評価・換算差額等 △23

その他有価証券評価差額金 △21
繰延ヘッジ損益 △1

新株予約権 92
純資産合計 22,667

資産合計 46,609 負債及び純資産合計 46,609

－ 32 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書
( 2018年８月21日から

2019年８月31日まで )
（単位：百万円）

科目 金額
売上高 73,798
売上原価 38,457

売上総利益 35,341
販売費及び一般管理費 37,375

営業損失 2,033
営業外収益

受取家賃 37
受取手数料 105
その他 39 182

営業外費用
支払利息 59
賃貸費用 35
貸倒引当金繰入額 251
控除対象外消費税等 22
その他 93 463

経常損失 2,314
特別利益

新株予約権戻入益 5
投資有価証券売却益 7 12

特別損失
固定資産売却損 17
固定資産除却損 138
店舗閉鎖損失 71
減損損失 3,172
災害による損失 46
その他 13 3,460

税引前当期純損失 5,762
法人税、住民税及び事業税 225
法人税等調整額 122 348

当期純損失 6,110

－ 33 －

損益計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年10月31日
株式会社ライトオン

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 西 田 俊 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野 口 昌 邦 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ライトオンの2018年８
月21日から2019年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。

－ 34 －

連結会計監査報告
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検
討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社ライトオン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 35 －

連結会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年10月31日
株式会社ライトオン

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 西 田 俊 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 野 口 昌 邦 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ライトオンの2018
年８月21日から2019年８月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 36 －

会計監査人の会計監査報告
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 37 －

会計監査人の会計監査報告
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、2018年８月21日から2019年８月31日までの第40期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、審議の上、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、当事業年度の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当事業年度の監査方針、監
査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
2019年11月３日

株式会社ライトオン監査役会
常 勤 監 査 役 大 友 博 雄 ㊞
常 勤 監 査 役 三 浦 憲 之 ㊞
監 査 役 永 井 俊 博 ㊞
監 査 役 平 出 晋 一 ㊞

（注）監査役　永井俊博及び平出晋一は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役であ
ります。

以　上
以　上
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株主総会会場ご案内図
茨城県つくば市竹園２丁目20番３号
つくば国際会議場３階　中ホール300

電話　029（861）0001
至筑波山至下妻

つくばエクスプレスつくばエクスプレス

学園西 土浦学園線

Q't

ホテル東雲

ガスト

つくば駅
中央通り

BiVi
つくば
BiVi
つくば

オークラフロンティア
ホテルつくば
オークラフロンティア
ホテルつくば

郵便局郵便局ノバホールノバホール常陽銀行

つくば中央警察署つくば中央警察署
学園東

至土浦

カピオ

カスミ

デイズ
タウン

オークラフロンティアホテル
つくばエポカル
オークラフロンティアホテル
つくばエポカル

南大通西 南大通り

コジマ

至牛久 至荒川沖
ペデストリアンデッキ(歩行者専用道路)

南大通東
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つくば国際会議場
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南駐車場

北駐車場

土浦野田線(354号)
大角豆
交差点

桜土浦
IC

～ 交 通 の ご 案 内 ～
○つくばエクスプレスご利用の場合

「つくば駅」下車。Ａ３、Ａ４出口より徒歩約12分。
○JR常磐線ご利用の場合

土浦駅またはひたち野うしく駅より「つくばセンター」行バス。（所要時間約25分）
「つくばセンター」下車。徒歩約12分。

○東京駅より高速バスご利用の場合
東京駅八重洲南口　→　つくばセンター（所要時間約60分）
「つくばセンター」下車。徒歩約12分。

○お車で常磐高速道路ご利用の場合
桜土浦ICを学園
都市方面へ出る

354号
→ → →

大角豆交差点
を　右　折

東大通り
→ → →

南 大 通 東
を　左　折

南大通り
→ → →

２つ目の信号
を　右　折

地図




